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「テレワーク用サービス

利用料」が新たに助成金

の対象に 

 

◆コロナ第６波で再びテレ

ワークの要請が？ 

 昨年末に新型コロナオミ

クロン株による市中感染が

国内で確認されて以降、急

速に感染者数が増えつつあ

ります。重症化・死亡する

リスクは低いといわれてい

ますが、感染者数が増え医

療がひっ迫すれば、再びテ

レワークの活用による出社

人数の制限等を要請される

可能性があります。 

 

◆人材確保等支援助成金

（テレワークコース）の改

正 

 そこで押さえておきたい

のが、令和４年１月からの

人材確保等支援助成金（テ

レワークコース）の改正で

す。 

 本助成金は、新規にテレ

ワークを導入し、実際に従

業員がテレワーク勤務を行

う等した事業主に対して、

機器の導入等に要した費用

の一部の助成が行われるも

のですが、新たに「テレワ

ーク用サービス利用料」が

対象となりました。 

 

◆どんな費用があてはまる

の？ 

 具体的には、（１）リモー

トアクセスおよびリモート

デスクトップサービス、

（２）仮想デスクトップサ

ービス、（３）クラウド

PBX サービス、（４）web

会議等に用いるコミュニケ

ーションサービス、（５）ウ

イルス対策およびエンドポ

イントセキュリティサービ

スに要した費用が、初期費

用合計５万円（税抜）、利用

料合計 35 万円（税抜）まで

対象となります。 

 

◆テレワークの活用を検討

している場合はまず相談を 

 新たにテレワークの実施

を検討していて、機器の導

入や上記のようなサービス

の利用を検討している場

合、本助成金の活用が考え

られます。受給にあたって

は実施計画の作成等、所定

の手続きを行う必要があり

ます。 

 詳細は社会保険労務士に

相談のうえ、計画的に取り

組みましょう。 

 

【厚生労働省「人材確保等支

援助成金（テレワークコー

ス）」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/s

eisakunitsuite/bunya/telewo

rk_zyosei_R3.html 

 

 

対応はお済みですか？ 

プライバシーポリシーの

見直し 

 

◆全面施行迫る改正個人情

報保護法 

2022年４月１日、改正個人

情報が全面施行されます。近

時は多くの企業において、個

人情報の取扱いについて公

表すべき事項の内容を示す



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ためにプライバシーポリシ

ー（個人情報保護方針）が利

用されていますが、法改正に

あわせて見直しが必要とな

ります。対応はお済みです

か？ 

◆改正の内容 

改正法では、本人の請求権

の範囲が拡充されています。 

現行法下では、利用停止・

消去・第三者提供の停止とい

った請求権を本人が行使で

きるのは、一定の法律違反が

あった場合に限られていま

す。本人が個人情報の利用を

望まない場合に利用停止等

の請求ができないことにつ

いての不満も多かったこと

から、改正法では、（１）利

用する必要がなくなった場

合、（２）重大な漏えい等が

発生した場合、（３）本人の

権利または正当な利益が害

されるおそれがある場合に

も、請求権が行使できること

としました。 

この実効性を担保するた

めに、本人が保有個人データ

に適切に関与することを可

能とする前提となる公表等

事項として、これまで求めら

れていなかった事業者の住

所や、法人の場合における代

表者の氏名、事業者が保有個

人データについて講じてい

る安全管理措置の内容が加

えられています。 

 

◆プライバシーポリシーの

見直し 

公表等事項の公表は、その

内容を盛り込んだプライバ

シーポリシーの策定・公表

により行うことが一般的で

す。改正により公表等事項

が追加されることで、多く

の企業において、見直しが

必要となると考えられま

す。４月までに自社のプラ

イバシーポリシーをしっか

り確認し、対応しておきま

しょう。 

 

 

2 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

 

1 日 

○ 贈与税の申告受付開始

＜３月１５日まで＞［税

務署］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

16 日 

○ 所得税の確定申告受付

開始＜３月１５日まで

＞［税務署］ 

※なお、還付申告につい

ては２月１５日以前で

も受付可能。 

 

28 日 

○ じん肺健康管理実施状

況報告の提出［労働基準

監督署］ 

～当事務所より一言～ 

・新型コロナ感染症（オミ

クロン株）が凄い感染力で

増えています。さすがに近

いところでも感染したと言

う噂をよく耳にするように

なりました。皆様、うつらな

いよう、マスク、手洗い、う

がいなど引き続き頑張りま

しょう。 

・そんな中、何年か前 24 時

間テレビで紹介された山田

倫太郎君（2001.9～）の著書

を読みました。とてもおも

しろかったですし元気にな

りました。 

  

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞［公共

職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第４期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 


